
平成14年 3月期　決算短信(連結) 平成14年 5月24日

上 場 会 社 名 株式会社　 三 井 住 友 銀 行 上場取引所　　　　 東証･大証･名証・札証

コ ー ド 番 号 8318 本社所在都道府県　 東京都

（ＵＲＬ　http://www.smbc.co.jp）
問  合  せ  先 責任者役職名 財 務 企 画 部 副 部 長

氏　　　　名 梅　　   山　　　    勉

決算取締役会開催日 平成14年5月24日 ＴＥＬ (03)3501-1111

米国会計基準採用の有無 無 特定取引勘定設置の有無 有

１．平成14年3月期の連結業績 (平成13年4月1日～平成14年3月31日)

(1) 連 結 経 営 成 績 （注）平成13年3月期は、原則としてさくら銀行･住友銀行両行の計数を合算して表示

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
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( ) ( ( )

銭 円 銭 ％ ％ ％

12
さくら銀行

住友銀行 50

(注) ① 平成14年3月期 百万円 平成13年3月期 百万円

② 期中平均株式数(連結) 平成14年3月期 株

平成13年3月期 （さくら銀行） 株 （住友銀行） 株

③ 会計処理の方法の変更 無

④ 経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連 結 財 政 状 態

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％

　　［速報値］

さくら銀行 さくら銀行

住友銀行 住友銀行

(注) 期末発行済株式数(連結) 平成14年3月期 株
平成13年3月期 （さくら銀行） 株 （住友銀行） 株

(3) 連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 社  持分法適用の非連結子会社数 社 持分法適用の関連会社数 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結 (新規) 社 (除外) 社 持分法 (新規) 社 (除外) 社

２.平成15年3月期の連結業績予想(平成14年4月1日～平成15年3月31日)

百万円 百万円 百万円

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 円 銭

円

3,134,457,110

5,687,010,775

93 6.1

△ 84
9
25

4,112,540,880

　　　しております。また、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。　　
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経 常 利 益

株 主 資 本

)

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

)

50,000
100,000

2,964

株主資本比率

期 　末　 残　 高

5,697,737,528
4,110,377,885

１ 株 当 た り 連 結 自己 資 本 比 率

0.5 11.4

282 85

44,362

( 国 際 統 一 基 準 )株 主 資 本
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3,134,135,352

333

12

33

財務活動による

426 32

2,015,501
2,128,742

3

現金及び現金同等物

総資産

108,005,001

平 成 14 年 3 月 期

１　　株　　当　　た　　り

当　　期　　純　　利　　益

キャッシュ・フロー

119,242,661 4,012,960

キャッシュ・フロー

平 成 13 年 3 月 期

営業活動による

平 成 14 年 3 月 期

平 成 13 年 3 月 期

2,912,619

株主資本

持 分 法 投 資 損益
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△ 6,973,889
5,732,808

投資活動による

2.7

15

経 常 収 益 経 常 利 益

キャッシュ・フロー

△ 523,666
△ 268,813

18

00

当 期 純 利 益

5

中 間 期

平 成 13 年 3 月 期 6,776,178
△ 5,381,510平 成 14 年 3 月 期

144

3,400,000
1,700,000 150,000

320,000通 期

78

当 期 純 利 益

経 常 収 益総 資 本

△ 463,887
132,408 6.4

-
32.3
-

494,617
△ 580,628

経 常 収 益

△ 13.6
△ 15.0

平 成 13 年 3 月 期

3,779,702
4,449,177

平 成 14 年 3 月 期

9

経 常 利 益 率

21 2.7
△ 22.2

経 常 利 益 率

0.4
△ 0.5

当期純利益率

△ 15.4
10.7

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内
包するものです。将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想対比変化し得ることにご留意ください。


